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⚫ 災害ボランティアセンターの人件費等に対する災害救助事務費

の支弁が実現される 

8月 28日、内閣府は「令和 2年 7月豪雨以降の災害における災害ボランティアセン

ターに係る費用について」（事務連絡）を発出し、災害ボランティアセンター（以下、災

害 VC）への社協職員等の人件費、応援派遣職員の旅費を災害救助事務費で負担し

ていくことを明らかにしました。 

近年、自然災害が大規模化し多発するなか、災害発生時に市町村社会福祉協議

会が災害VCを設置し、全国から集まるボランティアをコーディネートし、被災者支援を

することが一般化しています。その一方で、災害 VC の設置・運営にあたっては、法律

（災害救助法等）に位置づけがないため、これまで公費による財政支援が担保されて

おらず、自主財源や共同募金の「災害等準備金」に多くを頼ってきました。 

全社協では、昨年 9 月に、災害発生時には高齢者や障害者をはじめ、社会的に弱

い立場にある人びとを支えるために「災害福祉支援活動」が重要であるとした提言「災

害時福祉支援活動の強化のために ―被災者の命と健康、生活再建を支える基盤整

備を―」をとりまとめ、公表しました。この提言をふまえ、全社協では、災害 VCの設置・

運営にかかる費用の公費負担や災害法制への「福祉」の位置づけに向け、内閣府等

と調整を図るとともに、数度に渡り、清家 篤 会長を先頭に被災地社協とも連携し、内

閣府特命担当大臣（防災担当）や厚生労働大臣等への要望活動を進めてきました。

また、都道府県・指定都市社協に対しても、それぞれの地域において要望活動を実施

していただくよう依頼し、令和 2 年 7 月豪雨災害の被災地をはじめ、全国の社協で要

望活動を展開していただきました。 

今回の災害 VC の人件費、応援職員の旅費等の公費負担は、こうした全国での要

望活動の積み重ねにより実現されたものです。 

通知では、 

・人件費（社協等職員の時間外勤務手当(休日勤務、宿日直を含む。)及び社協等

が雇用する臨時職員及び非常勤職員の賃金に限る。) 

・旅費(被災自治体外から災害ＶＣに派遣する職員に係る旅費) 

について、災害救助法の国庫負担の対象となることが示されています。 
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なお、今回の通知により、災害救助費で人件費および応援職員の旅費が支弁され

ることになりましたが、災害 VC の設置・運営に関しては、その他に拠点設置費やボ

ランティアバスの借り上げ代、資機材や消耗品等の経費がかかります。全社協では、

各社協に対し、災害発生時の被災者支援は自治体と社協が協働して行う必要がある

ことから、平時から自治体と調整のうえ、災害 VCの設置・運営費の費用負担を明確に

した協定を締結するよう呼びかけています。 

全社協では、内閣府とともに今回の通知に関する具体的な運用等について調整を

図っていくとともに、引き続き災害 VC の拠点設置費やボランティアバスの借り上げ代

などの公費負担や災害法制における「福祉」の位置づけ等を要望していきます。 

内閣府 「災害ボランティアセンターに係る費用について」（PDF） 

   

内閣府資料 

http://www.bousai.go.jp/pdf/0828_volunteer.pdf

